
令和８年２月２日（月）までに提出してください。
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令 和 ８ 年 　 月 　 日提出

⑬合　　 計

人

人

人

人

人

特別徴収の税額通知について（お知らせ）

⑩特別徴収
（給与天引）

⑪普通徴収
（退職者）

⑫普通徴収
（退職者を除く）

フ リ ガ ナ

⑤ ご 担 当

所属部署・氏名
電 話 番 号

⑥ 会計事務所等の
名称・電話番号
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富山県と県内市町村では、全ての事業者において特別徴収（個人住民税の給与天引）を行うことと

しています。特別徴収義務者である事業者には、５月に税額通知書を送付いたしますので、給与支給

時に従業員の方の個人住民税を特別徴収し、市町村へ納入してください。アルバイトやパート、役員

等を含む全ての従業員が対象になります。

なお、普通徴収が認められる例外事由に該当する場合のみ、給与支払報告書と併せて「普通徴収切

替理由書」等の提出をすることで普通徴収に切替が可能です。

納税者間の公平性、納税者の利便性等の確保を図るため、県内全ての市町村で特別徴収の実施を徹

底しますので、ご理解とご協力をお願いいたします。

※納期の特例･･･全従業員数が常時10人未満の事業所については、各市町村へ申請し承認を受け

た場合、毎月の納入から年２回の納入に変更することができます。この特例は納

期に関する特例ですので、従業員の方の給与からは毎月徴収してください。

給与支払報告書の提出について（お願い）

〒930-0393 富山県中新川郡上市町法音寺１番地
上市町 財務課 課税１班
TEL（076）472-2374

平素は、税務事務に格別のご協力をいただき厚くお礼申し上げます。
さて、給与支払報告書（個人別明細書）は、令和８年度個人住民税の基礎資料となりますので、
ご多忙中恐れ入りますが、令和８年２月２日（月）までに提出してください。

記
１.提出物　　　　　①給与支払報告書（個人別明細書）

●中途退職者・アルバイト等の雇用形態を問わず、令和７年中に給与の支払を
受けた全ての方の報告書を提出してください。
※給与支払報告書（個人別明細書）の提出枚数は、１人につき１枚です。

②給与支払報告書（総括表）
●独自の様式を使用される場合や税理士事務所等に報告書の提出を依頼される
場合でも、裏面の総括表を合わせて提出してください。
●独自の様式を使用される場合は、特別徴収と普通徴収の人数を必ず記載して
ください。
●普通徴収者がいる場合は、「普通徴収切替理由書」の提出が必要です。
また、給与支払報告書の摘要欄に必ず符号をご記入ください。

※給与支払者の法人番号または個人番号、給与受給者の個人番号を必ず記載して
ください。

２.提出期限　　　　令和８年２月２日（月）　※必着

３.その他　　　　 ●eLTAX（地方税ポータルシステム）による電子申告の受付を
実施しています。

●この給与支払報告書提出以降、退職・休職・転勤等の異動が生じた場合は、
令和８年４月８日（水）までに「給与所得者異動届出書」を提出してください。

４.問合せ・提出先

※ ⑦
指
定
番
号

新規
・
継続

①給与支払者の法人番号または個人番号

⑧事業種目

※総括表に個人別明細書を添えて提出してください。
※名称・所在地に変更や誤りがある場合は、朱書で訂正願います。
※対象者がいない場合は、総括表は破棄ください。

⑨ 受 給 者
総 人 員

②氏名又は
名称

③所在地
（住所）

④代表者
の氏名

⑭ 納 入 書
の 送 付

⑮年末調整の際、他社分給与を含めていますか？
（含む場合は、必ず摘要欄に記載願います。） はい ・ いいえ

要 ・ 不要

ここから
お開きください。

⑧ 給与支払報告書（総括表）

料金後納
郵 便
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分
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分

種　　　　別

社会保険料等の金額特定親族特別控除の額 生命保険料の控除額

（源泉）控除対象配偶者
の有無等

支　払　金　額 所得控除の額の合計額

中 途 就 ・ 退 職 受 給 者 生 年 月 日

（右詰で記載してください。）

（電話）

源 泉 徴 収 税 額給与所得控除後の金額
（調 整 控 除 後）

（受給者番号）

（個人番号）

（役職名）

（摘要）

有 従有
老人 老　人 特　別特　定

１

２

３

４

そ の 他 特　親 その他

円

円

円 円

円

円

円

円

円年 月 日

年 月 日

人人人 人内人 従人人 従人円千 人 従人 人内 従人

地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額
内 千 円 千 円 千 円 千 円千 円

内 円千内 円千 円千円千

（フリガナ）

（フリガナ）

氏名

個人番号

（フリガナ）

氏名

個人番号

区
分

（フリガナ）

氏名

個人番号

区
分

（フリガナ）

氏名

個人番号

区
分

（フリガナ）

氏名

個人番号

（フリガナ）

氏名

個人番号

（フリガナ）

氏名

個人番号

（フリガナ）

氏名

個人番号

（フリガナ）

氏名

個人番号

配 偶 者（ 特 別 ）
控 除 の 額

控除対象扶養親族等の数
（配偶者を除く。）

障害者の数
（本人を除く。）

16歳未満
扶養親族
の数

非居住者
である
親族の数

生命保険料
の金額の
内訳

（源泉・特別）
控除対象
配偶者

新生命
保険料
の金額
住宅借入金
等特別控除
適用数

居住開始年月
日（１回目）

住宅借入金等
特別控除区分
（１回目）

住宅借入金
等特別控除
可能額

居住開始年月
日（２回目）

住宅借入金等
特別控除区分
（２回目）

住宅借入金等
年末残高
（１回目）
住宅借入金等
年末残高
（２回目）

円 円 円 円旧生命
保険料
の金額

介護医療
保険料
の金額

配偶者の
合計所得

国民年金保険
料等の金額

基礎控除の額

旧長期損害
保険料の金額

所得金額
調整控除額

新個人年金
保険料
の金額

旧個人年金
保険料
の金額

住宅借入金
等特別控除
の額の内訳
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本人が障害者

就職 退職 年 元　　号月 日 年 月 日

個人番号又は
法 人 番 号

住所（居所）
又は所在地
氏名又は名称

７

※ ※※   種 別 ※   整理番号

５人目以降の控除対象
扶養親族の個人番号

５人目以降の16歳未満
の扶養親族の個人番号

○○市△△町２番地 係長

甲乙　太郎
コウオツ　タロウ

9 8 7 6 5 4
１２３４５６７８９０１２

給料・賞与 2 ,970 ,8466 ,505 ,0008 ,450 ,000

9 0 , 0 0 0

360,00090,000100,000180,000

90,000

3 8 0 , 0 0 0

5 0 , 0 0 01 2 0 , 0 0 01 , 3 1 0 , 8 4 6

193 ,200

１

１ 28 ５ １ 住（特）

１

9,000,000

甲乙　花子
コウオツ　ハナコ

１２３４５６７８９０１３

甲乙　一郎
コウオツ　イチロウ

２３４５６７８９０１２３ ２３４５６７８９０１２７
甲乙　春子
コウオツ　ハルコ

○○市△△町１番地
１２３４５６７８９０１２３

４ １ 昭和 50 １ １

○○株式会社 076－＊＊＊－＊＊＊＊

前職　㈱△△工業　支払金額　2,500,541円　社保328,243円　源泉徴収税額　38,588円

⑤

⑤

③

⑥

②

①

④（イ）

④（ア）

５人目以降の扶養親族等の氏名は
摘要欄に記入してください。

指定番号

上市町提出用 普 通 徴 収 切 替 理 由 書
給与支払者の名称

普通徴収として提出する給与受給者の人数と理由は以下のとおりです。

①給与受給者の住所・氏名（フリガナ）・生年月日・個人番号を必ず記入してください。
②所得税及び復興特別所得税の合計額を記入してください。
③摘要欄について
●普通徴収の場合、普Ａ～Ｅのいずれかを記入してください。
●５人目以降の扶養親族（配偶者含む）の氏名・（別居は住所）を記入してください。
●支払額に前職分が含まれている場合、その支払者・支払額等を記入してください。
④住宅借入金等特別控除の適用がある場合
（ア）算出税額から控除した税額を記入してください。
（イ）所得税で控除しきれない場合は、住宅借入金等特別控除可能額と居住開始年月日を記入して

ください。
⑤それぞれの保険料について、令和７年中の支払額を記入してください。
⑥控除対象扶養親族の氏名（フリガナ）・個人番号を必ず記入してください。

給与支払報告書（個人別明細書）の記載について

◎下図のように、徴収区分ごとに取りまとめて提出してください。

●普通徴収とする場合は、個人別明細書の摘要欄に該当する符号「普Ａ、普Ｂ」な
どを必ず記入してください。
●この普通徴収切替理由書の提出がない場合、原則、特別徴収対象者となります。
●eLTAXご利用の場合は、普通徴収の欄に必ずチェックを入れ、摘要欄に該当す
る符号「普D」などを入力してください。空欄の場合、特別徴収となることがあ
ります。
（※eLTAXご利用の場合、普通徴収切替理由書の添付は不要です。）
（※退職者または退職予定者について、普通徴収欄にチェックがなく、摘要欄に

普Eと入力がない場合、すでに異動届を提出済みでも特別徴収となることが
あります。）

普Ａ

普Ｂ

普Ｃ

普Ｄ

普Ｅ

人

人

人

人

人

人数普通徴収切替理由

給与等の支払が常時２人以下の家事使用人のみ
【注意】専従者給与は、この理由に該当しません。

給与の支払が不定期で、毎月支給されない者
【注意】休職者や産休・育休の方も含みます。

毎月の給与から税額が引ききれない者

普通徴収合計人数（総括表⑪＋⑫の人数と一致します） 人

他の事業所で、特別徴収されている者
【注意】乙欄であっても他の事業所で特別徴収され

ていなければ該当しません。

退職者または退職予定者
【注意】退職予定者の場合、退職予定日を摘要欄に

ご記入願います。

符号

○
　
　
給
与
支
払
報
告
書
（
個
人
明
細
書
）

個人別明細書
（特 別 徴 収）

総 括 表

個人別明細書
（普 通 徴 収）

普 通 徴 収
切 替 理 由 書


